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ち、国外で生まれた者の数は 74 万 6465 名であった。これはチリの人口の 4.35％に相当する。こ
の 15 年前の 2002 年には 18 万 7008 人（1.27％）であったから、割合は急速に伸びたことがわか
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出身国でみるとペルーが最大で 18 万 7756 人で、移民全体の 25.2％を占めている 4。次いでコロ
ンビア人が 10 万 5445 人、ベネズエラ人が 8 万 3045 人 5、ボリビア人が 7 万 3796 人、アルゼンチ
ン人が 6 万 6491 人となっている。近年急増しているハイチ人は 6 万 2683 人で全体の 8.4％を占め
る（図２）。 
 
                                                        
4 ペルーからの移民については、2000 年代初めの状況になるが、Stefoni[2002]に詳しい。ペルーからの移民に対し
ては、チリ人は「違法滞在者」として認識し、犯罪者と結びつけてみる偏見があるとする。 






























































チリに来た移民はどういう業種に就いているのであろうか。2018 年 3 月～4 月に統計局が実施






































（出所）Bravo y Urzúa ［2018, 7］
移民増加がチリ経済に与える効果 
75 ラテンアメリカ・レポート Vol. 35, No. 2, 2019 
最も多いのは非熟練労働(Trabajo no calificado)で 33.6％、次いで販売員（Trabajadores de los sevicios 
vendedores）の 19.8％となっており、このふたつで過半を占める。一方、科学者・高度人材
（Profesionales científicos e intelectuales)と行政職・議員、経営者(Miembro del poder ejecutivo y 









国名 割合（％） 国名 割合（％）国名 割合（％）国名 割合（％）
ペルー 33.2 ペルー 36.6 ペルー 37.4 ペルー 28.0
ボリビア 11.8 ボリビア 13.3 コロンビア 11.6 コロンビア 16.5
アルゼンチン 10.9 コロンビア 11.4 ボリビア 11.3 ベネズエラ 9.0
コロンビア 8.2 アルゼンチン 6.6 アルゼンチン 6.2 ボリビア 8.2
エクアドル 5.5 キューバ 4.4 エクアドル 4.1 ハイチ 7.1
（出所）Bravo y Urzúa ［2018, 3］.
（注）データは、各年年初に実施されたチリ統計局のアンケートにもとづく。
表１　　チリの移民労働者の国別比率























（出所）Bravo y Urzúa ［2018, 13］
移民増加がチリ経済に与える効果 







長期でみるとチリの１人当たり GDP は 14905.6 ドルに達し、域内の最高水準である。2010 年代ま







国々である。1990 年代には、１人当たり GDP でみるとチリより高い水準であったベネズエラは
政治経済の混乱で経済発展は停滞し、最後にデータが公表されている 2014 年でも 8513.2 ドルで
移民増加がチリ経済に与える効果 








国のうち 8 カ国を占め、また世界の危険な都市上位 50 位のうち 42 都市がラテンアメリカである。
チリに移民を多く送り出しているベネズエラ、ボリビア、コロンビアはいずれも、紛争状態にあ
るアフリカよりも危険度が高い国としてあげられている。図６には地図上に主要国の国名の下に
10 万人当たり殺人事件被害者数を示しているが、ベネズエラは最も多い 62 人で、次いでコロン





（出所）世界銀行　World Development Indicators Data Bank
         （https://datawrapper.dwcdn.net/TmzH8/3/).
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（2）制度的要因 













チリ領事館で領事館発行の観光ビザ（Visado Consular de Turismo Simple）か、「人道的理由に基づ
く家族用ビザ（Visado Humanitario de Reunificación Familiar）」を取得しておくことが必要になっ

















ベネズエラ在住のチリ人は 1971 年の 3000 人から 1980 年には 2 万４千人にまで膨らんだ。今回の
                                                        
8 しかし、ビザ申請に必要である正式な就労契約を得るためには、居住許可証が必要であることが多く、そのため
には正式なビザが必要という矛盾があった。そのためこの手続きも容易ではなかった。 
9 チリでは 2015 年に「特別配偶者法(Acuerdo de Unión Civil)」が成立し、事実婚、同性結婚が法的に認められるよ
うになった。 
移民増加がチリ経済に与える効果 
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特別措置は、その歴史的経緯を反映してのこととされる［BBC Mundo, 11 de abril de 2018］。 
2018 年 4 月 8 日より以前にチリに入国し居住している外国人については、違法入国者は 4 月 23











結果が出ている。チリ中央銀行の報告［Aldunate et al. 2018］によると、移民の約 60％が労働人口
（25 歳から 50 歳）であるのに対し、チリ人のこの年齢層の比率は 35％にすぎない。一方、65 歳
以上人口の比率は、移民が 4％であるのに対し、チリ人は 12％と高い比率を示す（図７）。 
 
（年齢） 図７　移民とチリ人の年齢構成比率(2017年）
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加は、チリ経済に大いにプラスになると予想している。2018 年 9 月の月例報告では、移民の増加
をチリ経済の「成長の重要な原動力（un motor importante）」と表現している［Banco Central de chile 
2018, 33］。その背景にあるのは、急速に進む高齢化である。国家統計局（INE）によると、2015 年
には人口の 14.7％が 60 歳以上であり、2050 年にはその比率が 28％を超える予測となっている。





















チリを事例とした研究でも同様の結果を得ている。2006 年と 2007 年の CASEN を用いた実証研
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